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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに対向するように対で配置されるとともに、それぞれに超音波振動子が備えられた
スタンドオフと、
　上記スタンドオフのうち少なくとも一方を移動させる移動機構と、
　前記超音波振動子間の距離を計測する距離計測手段と、
　前記超音波振動子間の超音波の伝搬時間を計測する時間計測手段と、
　前記移動機構でスタンドオフを移動させることによって前記スタンドオフで被検体が挟
まれたときの、前記超音波振動子間の距離及び前記超音波振動子間の超音波伝搬時間の測
定結果に基づいて、被検体伝搬時の音速を出力する音速出力手段と、を含み、
　この被検体伝搬時の音速を用いて被検体組織の評価を行う超音波組織評価装置であって
、
　さらに、前記スタンドオフにより挟まれた状態での被検体の温度を、適当な時間間隔を
おいて複数回測定し、この複数回の測定値から平衡時の被検体の温度を推定する温度測定
手段を備え、
　前記時間計測手段は、前記超音波の伝搬時間を、前記被検体が温度平衡状態に達する前
に計測し、
　前記音速出力手段は、求めた前記被検体伝搬時の音速を、前記平衡時の被検体の温度に
おける音速として出力し、
　予め定められた温度と音速の関係に基づいて、前記音速出力手段から出力された前記被
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検体伝搬時の音速を補正して被検体組織の評価を行うことを特徴とする、超音波組織評価
装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の超音波組織評価装置であって、前記被検体を置く置き台を備え、この
置き台に前記温度測定手段が設けられていることを特徴とする、超音波組織評価装置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の超音波組織評価装置であって、前記温度測定手段は深部
温度センサであることを特徴とする、超音波組織評価装置。
【請求項４】
　被検体を挟んで両側に一対の超音波振動子を設け、各超音波振動子の前面には、被検体
と接触する被検体接触面が設けられており、
　また、前記被検体接触面の少なくとも一方が被検体に対して接離方向に移動可能に構成
されており、
　被検体に対して超音波の送受波を行って組織評価を行う超音波組織評価装置であって、
　前記被検体の温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定し、この複数回の測定値から平
衡時の被検体の温度を推定し、
　前記超音波の送受波を前記被検体が温度平衡状態に達する前に行って前記被検体を伝搬
する前記超音波の音速を測定し、
　前記推定された平衡時の被検体の温度に基づいて被検体組織内の超音波の音速を補正し
、その補正値を用いて被検体組織の評価を行うことを特徴とする、超音波組織評価装置。
【請求項５】
　被検体を挟んで両側に一対の超音波振動子を設け、被検体に対して超音波の送受波を行
って組織評価を行う超音波組織評価装置であって、
　前記被検体の温度を推定する温度測定手段を備え、
　前記温度測定手段は、温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定し、この複数回の測定
値から平衡時の被検体の温度を推定し、
　前記超音波振動子により前記被検体に対して超音波の送受波を温度平衡状態に達する前
に行って、前記被検体を伝搬する前記超音波の音速を測定し、
　前記温度測定手段によって推定された温度に基づいて、被検体内の音速を補正すること
を特徴とする、超音波組織評価装置。
【請求項６】
　被検体の表面温度を測定するセンサを含む温度検出器と、
　測定された前記表面温度に対応する前記被検体の内部温度に基づいて、前記被検体内の
音速を補正する演算手段を備え、
　前記温度検出器は、被検体の表面温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定し、
　前記演算手段は、表面温度の複数回の測定値に基づいて、前記被検体の表面と内部の温
度がほぼ等しくなる平衡温度を推定し、推定された平衡温度に基づいて、前記複数回の表
面温度測定のうちの、平衡温度に達する前の測定の少なくとも何れかにおいて同時に測定
された前記被検体内の音速を補正することを特徴とする、超音波組織評価装置。
【請求項７】
　被検体の表面温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定するとともに、これら複数回の
表面温度測定のうちの、平衡温度に達する前の測定の少なくとも何れかにおいて同時に被
検体内の音速を測定し、
　表面温度の複数回の測定値に基づいて、前記被検体の表面と内部の温度がほぼ等しくな
る平衡温度を推定し、
　推定された平衡温度に基づいて、測定された被検体内の音速を補正することを特徴とす
る、超音波組織評価方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、超音波を用いて生体の組織を評価する超音波組織評価装置の構成、及び、超
音波組織評価方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、骨粗しょう症が注目されるようになり、骨の評価の必要性が増大している。骨の
評価方法としては従来はＸ線を用いる方法が主流であったが、超音波による骨の評価は、
Ｘ線に比べて装置を小型化できるとともに、Ｘ線被曝がなく、測定を短時間で行える等、
患者への負担が少ないという利点があり、最近は急速に普及が進んでいる。超音波による
骨評価に用いる指標としては、ＳＯＳ（Speed of Sound；骨伝搬時の音速）を診断に利用
することが多くなっている。
【０００３】
　特許文献１は、音響整合材の温度を整合材温度センサによって測定し、この測定された
温度に基づいて音響整合材内の音速を補正する構成を開示する。
【０００４】
　特許文献２は、温度センサーを用いて被検体の温度を測定し、その測定温度に基づいて
整合液の温度を調整する構成を開示する。この構成によれば、被検体の温度と整合液の温
度とが平衡に達した時点で超音波透過測定を開始でき、安定した再現性に優れた超音波測
定を行うことができるとしている。
【特許文献１】特許２８４００４０号公報（図６、００４１、００４２、００４７、００
４８）
【特許文献２】特開平６－１９７８９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上記のような装置による生体の評価部位としては、踵の骨が採用されること
が多いが、踵の骨を透過する超音波の音速を測定する場合、踵を透過する音速が踵の温度
の影響を受けて変動し、音速の測定値に相当のバラツキが生じてしまう。特に冬季には足
の温度が冷えることにより、この現象が発生し易い。
【０００６】
　なお、従来では、測定前に被験者を暖房の効いた室内で長時間（１時間近く）待機させ
ることが多く、その間に足の温度が上昇して足の冷えが軽減するので、顕著な問題にはな
っていない。しかしながら、患者の待機を強制することとすると、患者の待ち時間が増大
し、測定効率も低下するので、優れたアプローチとは言いがたい。
【０００７】
　また、特許文献１は、被検体の温度を測定して音響整合材内の音速を補正するのみであ
って、踵の透過音速の温度によるバラツキを補正できるものではない。また、特許文献２
では、被検体の温度が整合液の温度と等しくなるまで測定を開始できないことから、測定
に時間が掛かって効率が悪くなってしまう。また、特許文献２は被検体を整合液へ浸漬す
る構成であることから、被験者が違和感を覚えることがあり、衛生面の管理の手間も大き
くなってしまう。
【０００８】
　一方、超音波による骨評価に用いる指標として、ＢＵＡ（Broadband Ultrasonic Atten
uation；骨伝搬時の周波数依存減衰）と前記ＳＯＳを組み合わせることで、踵の透過音速
の温度によるバラツキを軽減する方法も考えられる。しかし、この方法は、計算が煩雑で
、骨評価の演算の際の演算装置の負荷が大きくなってしまう。
【課題を解決するための手段及び効果】
【０００９】
　本発明の解決しようとする課題は以上の如くであり、次にこの課題を解決するための手
段とその効果を説明する。
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【００１０】
　◆本発明の第１の観点によれば、以下のように構成する、超音波組織評価装置が提供さ
れる。互いに対向するように対で配置されるとともに、それぞれに超音波振動子が備えら
れたスタンドオフと、上記スタンドオフのうち少なくとも一方を移動させる移動機構と、
前記超音波振動子間の距離を計測する距離計測手段と、前記超音波振動子間の超音波の伝
搬時間を計測する時間計測手段と、前記移動機構でスタンドオフを移動させることによっ
て前記スタンドオフで被検体が挟まれたときの、前記超音波振動子間の距離及び前記超音
波振動子間の超音波伝搬時間の測定結果に基づいて、被検体伝搬時の音速を出力する音速
出力手段と、を含む。このときの超音波振動子間の距離及び超音波振動子間の超音波伝搬
時間を測定し、これらの測定値から被検体組織内の音速を求め、この求められた音速を用
いて被検体組織の評価を行う。前記スタンドオフにより挟まれた状態での被検体の温度を
、適当な時間間隔をおいて複数回測定し、この複数回の測定値から平衡時の被検体の温度
を推定する温度測定手段を備える。前記時間計測手段は、前記超音波の伝搬時間を、前記
被検体が温度平衡状態に達する前に計測し、前記音速出力手段は、求めた前記被検体伝搬
時の音速を、前記平衡時の被検体の温度における音速として出力し、予め定められた温度
と音速の関係に基づいて、前記音速出力手段から出力された前記被検体伝搬時の音速を補
正して被検体組織の評価を行う。
 
【００１１】
　これにより、被検体の温度の変動に起因する測定精度の低下を防止し、正確な組織評価
を行える評価装置を提供できる。即ち、被検体の温度が変動しても評価値のバラツキを少
なくでき、正確な組織評価を行うことができる。
【００１３】
　また、被検体の温度を求める際の時間を短縮することができる。
 
【００１４】
　◆前記の超音波組織評価装置においては、前記被検体を置く置き台を備え、この置き台
に前記温度測定手段が設けられていることが好ましい。
【００１５】
　これにより、被検体を置き台に置くだけで温度も併せて測定でき、被験者の手間が殆ど
増大しない構成とできる。
【００１６】
　◆前記の超音波組織評価装置においては、前記温度測定手段は深部温度センサであるこ
とが好ましい。
【００１７】
　これにより、被検体の温度測定の際に外気温の影響を受けず、正確な温度測定又は推定
が行える。また、非侵襲的に被検体の深部温度を測定できるから、被験者の負担も殆ど増
大しない構成とできる。
【００１８】
　◆本発明の第２の観点によれば、以下のように構成する、被検体に対して超音波の送受
波を行って組織評価を行う超音波組織評価装置が提供される。被検体を挟んで両側に一対
の超音波振動子を設け、各超音波振動子の前面には、被検体と接触する被検体接触面が設
けられている。また、前記被検体接触面の少なくとも一方が被検体に対して接離方向に移
動可能に構成されている。前記被検体の温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定し、こ
の複数回の測定値から平衡時の被検体の温度を推定し、前記超音波の送受波を前記被検体
が温度平衡状態に達する前に行って前記被検体を伝搬する前記超音波の音速を測定し、前
記推定された平衡時の被検体の温度に基づいて被検体組織内の超音波の音速を補正し、そ
の補正値を用いて被検体組織の評価を行う。
 
【００１９】
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　これにより、被検体の温度の変動に起因する測定精度の低下を防止し、正確な組織評価
を行える評価装置を提供できる。また、被検体の温度を求める際の時間を短縮することが
できる。
 
【００２０】
　◆本発明の第３の観点によれば、以下のように構成する、被検体を挟んで両側に一対の
超音波振動子を設け、被検体に対して超音波の送受波を行って組織評価を行う超音波組織
評価装置が提供される。前記被検体の温度を推定する温度測定手段を備えており、前記温
度測定手段は、温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定し、この複数回の測定値から平
衡時の被検体の温度を推定し、前記超音波振動子により前記被検体に対して超音波の送受
波を温度平衡状態に達する前に行って、前記被検体を伝搬する前記超音波の音速を測定し
、前記温度測定手段によって測定された温度に基づいて、被検体内の音速を補正する。
 
【００２１】
　これにより、被検体の温度の変動に起因する測定精度の低下を防止し、正確な組織評価
を行える評価装置を提供できる。また、被検体の温度を求める際の時間を短縮することが
できる。
 
【００２２】
　◆本発明の第４の観点によれば、以下のように構成する超音波組織評価装置が提供され
る。被検体の表面温度を測定するセンサを含む温度検出器と、測定された前記表面温度に
対応する前記被検体の内部温度に基づいて、前記被検体内の音速を補正する演算手段を備
えている。前記温度検出器は、被検体の表面温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定す
る。前記演算手段は、表面温度の複数回の測定値に基づいて、前記被検体の表面と内部の
温度がほぼ等しくなる平衡温度を推定し、推定された平衡温度に基づいて、前記複数回の
表面温度測定のうちの、平衡温度に達する前の測定の少なくとも何れかにおいて同時に測
定された前記被検体内の音速を補正する。
 
【００２３】
　これにより、被検体の温度の変動に起因する測定精度の低下を防止し、正確な組織評価
を行える評価装置を提供できる。また、被検出体の温度が平衡状態に達する前でも、演算
手段により、測定された表面温度から平衡時の被検出体の温度を推定することができるた
め、温度検出に要する時間、ひいては、音速の測定時間を短縮できる。
 
【００２８】
　◆本発明の第５の観点によれば、以下のような超音波組織評価方法が提供される。被検
体の表面温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定するとともに、これら複数回の表面温
度測定のうちの、平衡温度に達する前の測定の少なくとも何れかにおいて同時に被検体内
の音速を測定し、表面温度の複数回の測定値に基づいて、前記被検体の表面と内部の温度
がほぼ等しくなる平衡温度を推定し、推定された平衡温度に基づいて、測定された被検体
内の音速を補正する。
【００２９】
　これにより、被検体の温度の変動に起因する測定精度の低下を防止し、正確な組織評価
を行うことができる。また、被検出体の温度が平衡状態に達する前に、平衡時の被検出体
の温度を推定することができるため、温度検出に要する時間、ひいては、音速の測定時間
を短縮できる。
 
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　次に、発明の実施の形態を説明する。図１は本発明の一実施形態に係る骨評価装置の全
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体的な構成を示した平面図、図２は骨評価装置の足置き台に被験者の足をセットした状態
を示す要部側面図である。
【００３５】
　図１に示す超音波組織評価装置としての骨評価装置１は、本体２の上面に足置き台３を
備え、この足置き台３の上面に、図１の鎖線で示すように被験者が足を置くことができる
ようになっている。
【００３６】
　足置き台３に被験者が足を置いた状態の要部側面図が図２に示され、この図２に示すよ
うに足置き台３は、つま先側が若干上向きとなるように若干傾斜した支持面４を備えてい
る。また、足置き台３の後部には立上げ部５が形成され、この立上げ部５に被験者の踵（
被検体）の後面を当てるようにすることで、足を足置き台３の所定の位置にセットできる
ように構成されている。
【００３７】
　また、骨評価装置１の本体２は、足置き台３に置いた足の踵に対応する位置に、固定側
スタンドオフ１１と、可動側スタンドオフ１２とを備えている。両側のスタンドオフ１１
・１２のそれぞれには図示しない超音波振動子が互いに対向するように取り付けられてお
り、超音波の透過波、反射波の送受信が行われるようになっている。両スタンドオフ１１
・１２の前面には、被検体に接触する被検体接触面１１ａ・１２ａが、互いに対向するよ
うに備えられている。
【００３８】
　被検体接触面１２ａを備える可動側スタンドオフ１２は適宜の移動機構（本実施形態で
は、ラックアンドピニオン機構６）を介して支持されており、回転ハンドル７を回転させ
ることで、固定側スタンドオフ１１ないし被検体に対して近づく方向及び離れる方向（接
離方向）に移動できるようになっている。この構成で、足を足置き台３にセットするとき
や測定終了後は可動側スタンドオフ１２を離す一方、測定時には、可動側スタンドオフ１
２を固定側スタンドオフ１１側へ移動させ、踵が両側のスタンドオフ１１・１２の被検体
接触面１１ａ・１２ａに密着しながら挟まれるようにする。
【００３９】
　なお、上記ラックアンドピニオン機構６には図略のトルクリミッタが設置されており、
回転ハンドル７を無理に回しても、可動側スタンドオフ１２が過大な力で踵を押圧しない
ように構成されている。
【００４０】
　前記可動側スタンドオフ１２の移動機構としてのラックアンドピニオン機構６にはエン
コーダ（距離計測手段）８が設置されており、踵が両スタンドオフ１１・１２に挟まれて
いる状態での可動側スタンドオフ１２の位置を測定できるようになっている。これにより
後述のコントローラ１５は、両スタンドオフ１１・１２間の超音波振動子間の距離、ひい
ては被験者の踵の幅を算出することができる。
【００４１】
　この構成の骨評価装置１を用いた測定の際は、両スタンドオフ１１・１２の超音波振動
子から適宜の周波数の超音波信号を送信し、送波・受波の時間間隔（超音波の伝播時間）
を測定して、この測定した時間間隔と、前記エンコーダ８の測定値に基づいて算出した踵
の幅とから、踵を透過する音速（ＳＯＳ）を計算する。そして、この音速に基づいて踵部
の骨塩量を演算し、演算結果を骨評価の結果として、図示しないディスプレイ等に出力で
きるようになっている。
【００４２】
　超音波の伝播時間の測定や上記の演算は、骨評価装置１の制御手段としてのコントロー
ラ１５により行われる。このコントローラ１５は公知のマイクロコンピュータ式に構成さ
れており、図示しない中央演算処理装置（ＣＰＵ）や、ＲＯＭ、ＲＡＭ等の記憶手段を備
えている。このコントローラ１５は、前述のエンコーダ８、及び、スタンドオフ１１・１
２の超音波振動子に対し、電気的に接続されている。
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【００４３】
　踵部の温度の測定は、表面で行うよりも深部の温度を測定する方がより正確に測定でき
る。前記足置き台３の支持面４には、被験者の踵に対応する位置に、深部温度センサ（温
度測定手段、温度検出器）９が設けられている。深部温度センサ９は、対象部位の表面温
度を測定するセンサを有し、測定された表面温度から深部温度（内部温度）を検出する。
例えば、後述の実験で使用することが可能なテルモ株式会社製の「コアテンプＣＭ－２１
０」では、皮膚の表面を断熱することにより表面温度が深部温度と一致することを応用し
て測定を行うように構成されている。測定又は測定結果より推定して深部温度を得る。深
部温度センサ９は前記のコントローラ１５に電気的に接続されており、推定した深部温度
をコントローラ１５に出力する。これによりコントローラ１５は、被験者の踵部の温度を
認識することができる。
【００４４】
　本実施形態の骨評価装置１のコントローラ（演算手段を含む）１５は、前述の踵部を透
過する際の音速を演算する際に、深部温度センサ９から得られた被験者の踵部の温度（平
衡時の温度）を取得し、予め得られている音速の温度特性の相関関係を用いて、音速の温
度特性を補正する。これにより、温度特性の影響による測定値のバラツキを低減すること
ができる。
【００４５】
　なお、踵を透過する音速の踵部温度との相関は、以下のように臨床的な実験によって得
られる。
【００４６】
　実験は、踵部の温度と踵部を透過する音速を２回測定して、その測定値の変化を調べる
ことで行われる。２回の測定は、明らかに温度が異なる条件で行うことが望ましい。例え
ば、冬と夏、また冬季でも朝と昼のように、冬季の朝の測定結果と比較するようにすると
、精度の良い相関が得られる。
【００４７】
　実際に、冬季（具体的には１月～２月）において、２２歳～５６歳の女性２１名を被験
者として踵部の温度及び踵部を透過する音速を、午前と午後の２回測定し、その測定値の
変化を調べた。午前の測定は９時～１１時の時間帯に行い、実験を行った日の朝の外気温
は６℃～１２℃で、９時頃に２３℃～２６℃の室内に入った後に測定を行った。午後の測
定は、午前の測定を行った日と同日の、１４時から１６時の時間帯に行った。なお、午前
の測定後、午後の測定まで被験者は室内で待機させることとした。
【００４８】
　踵部の音速は、前述の図１に示された構成で測定される。このような相関を求めるため
の実験には、音速の測定及び深部温度の測定にそれぞれ市販品を用いて行うことも可能で
ある。
【００４９】
　上記の実験の結果を、踵の深部温度の温度変化ｄＴに対する踵部の音速の変化ｄＶの形
で、図３に示す。なお、ｄＶ＝（午前の音速測定値－午後の音速測定値）、ｄＴ＝（午前
の深部温度測定値－午後の深部温度測定値）である。この実験で得られた踵の音速は１４
９１～１５６２ｍ／ｓの範囲にあり、その平均は１５１１ｍ／ｓであった。
【００５０】
　この図３のグラフによれば、踵部の温度が上がれば音速は低下する傾向にあることが判
る。プロットされた点を最小二乗法で直線近似すると、ｄＶ＝－２．２７ｄＴの関係が得
られた。前述の骨評価装置１では、例えばこの相関式を、踵部を透過する音速の補正に用
いることが考えられる。
【００５１】
　なお、補正に用いる相関係数には、上記のように臨床的に測定した結果だけでなく、物
理的に検討した結果も用いることができる。例えば、踵の骨の大半を占める海綿骨や皮下
脂肪などの軟組織の実測した温度係数から、補正係数を決めることもできる。踵を透過す



(8) JP 4745871 B2 2011.8.10

10

20

30

40

50

る音速の温度係数は平均的にはほぼ踵骨の温度係数に依存しており、約－２．５ｍ／ｓ／
℃と推定され、これは臨床的な測定結果（ｄＶ＝－２．２７ｄＴ）とも近い値である。
【００５２】
　このように、補正係数は実測値に基づくものであるので、臨床データや解析データの蓄
積により、より精度の高い補正係数に変更することも可能である。
【００５３】
　次に、上記の補正係数を用いた具体的な測定例について説明する。まず、装置の初期設
定の段階で、上記の補正係数（即ち、温度変化に対する音速の変化の係数）を設定してお
く。例えば、上記の臨床的実験の結果に基づき、－２．２７ｍ／ｓ／℃という値を装置に
入力し、コントローラ１５に記憶させておく。更に、測定を行う場合の踵の基準温度を例
えば３０℃に設定し、これもコントローラ１５に記憶させておく。
【００５４】
　そして、スタンドオフ１１・１２により踵部を挟んだ実際の測定の際は、コントローラ
１５は、深部温度センサ９によって踵の温度（深部温度）を測定するとともに、音速Ｖを
測定する。コントローラ１５は、深部温度センサ９によって測定された踵の温度と上記の
基準温度とを比較する。踵の温度が上記の基準温度以上であれば、通常の測定と同条件と
みなし、音速Ｖの補正は行わない。
【００５５】
　一方、測定された踵の温度が上記の基準温度を下回っていた場合、踵の温度と基準温度
の差を求め、それに前記の係数を乗じることで温度補正値ｄＶを求める。そして、この温
度補正値を求めた形で音速Ｖを求め、この音速Ｖから骨伝播時の音速を計算する。こうす
ることで正確な測定値を得ることができる。
【００５６】
　以上に示すように、本実施形態の骨評価装置１は、超音波振動子を備えつつ互いに対向
するように対で配置されたスタンドオフ１１・１２と、上記スタンドオフのうち少なくと
も一方（可動側スタンドオフ１２）を移動させるラックアンドピニオン機構６と、前記超
音波振動子間の距離を計測するエンコーダ８と、超音波振動子間の超音波の伝搬時間を計
測するコントローラ１５と、を含む。そして、前記ラックアンドピニオン機構６で可動側
スタンドオフ１２を移動させることによって踵部を挟み、このときの超音波振動子間の距
離及び超音波振動子間の超音波伝搬時間を測定し、これらの測定値から被検体組織内の音
速を求め、この求められた音速を用いて踵部の組織の評価を行うように構成されている。
更に骨評価装置１は、スタンドオフ１１・１２により挟まれた状態の踵部の温度を測定又
は推定する深部温度センサ９を備える。算出された被検体組織内の音速は、深部温度セン
サ９で得られた被検体の温度に基づいて補正され、補正後の音速を用いて被検体組織の評
価を行う。
【００５７】
　これにより、踵部の温度を測定してその被検体を透過する音速の演算値を補正すること
ができ、踵部の温度による音速の測定値のバラツキ、ひいては骨塩量などの評価値のバラ
ツキを低減することが可能になる。
【００５８】
　なお、上記のような補正を行わなくても、測定された踵部の温度が予め設定した所定の
範囲を外れた場合に警告表示をディスプレイやブザー等の出力手段で報知することとすれ
ば、被検体の温度が通常よりも高すぎたり低すぎることに起因する不正確な測定を減少さ
せることが可能で、これによっても音速の測定値の精度を向上させることができる。
【００５９】
　また、本実施形態の骨評価装置１においては、足置き台３に深部温度センサ９が設置さ
れているので、足置き台３に足を置くだけで踵部の温度の測定ができ、既存の骨評価装置
に比較しても測定の手間は殆ど変わらない。また、温度計として深部温度センサ９が使用
されているので、外気温の影響を少なくでき、また、刺針を用いたりせず非侵襲的に踵部
の深部温度を測定できるので、被験者の測定の負担の増加は殆ど問題にならないレベルで
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【００６０】
　なお、上記の実施形態では、深部温度センサ９により踵部の平衡時での温度を測定する
こととしていたが、これに限らず、例えば図４に示すように、平衡状態に達する前から踵
部の表面温度を適当な時間間隔をおいて複数回測定するとともに、これら複数回の表面温
度測定の少なくとも何れかにおいて同時に被検体内の音速を測定し、コントローラ１５に
より、表面温度の複数回の測定値から表面と深部の温度がほぼ等しくなる平衡時の踵部の
温度を推定しても良い。この場合は、踵部の温度測定に要する時間、ひいては音速の測定
時間を短縮できる点で有利である。推定には、温度Ｔ０の物体とＴ１の物体とが接触した
ときの熱の移動による温度上昇の一般式を用いれば良い。また、温度は複数回測定して、
例えば最小二乗近似により推定すれば良い。
【００６１】
　以上に本実施形態の好適な実施形態を説明したが、上記の実施形態が種々変形されて実
施されることは妨げられない。
【００６２】
　例えば、深部温度センサ９は、ＳＯＳだけでなくＢＵＡを測定する骨評価装置に適用す
ることもできる。また、可動スタンドオフ１２のみを移動させる構成に限定されず、一対
のスタンドオフの両方を移動させて被検体を挟む構成であってもよい。また、超音波振動
子の間隔は一定に保ち、被検体接触面１１ａ・１２ａの少なくとも一方が移動する構成で
あっても良い。
【００６３】
　更に、被検体は足の踵部に限定されず、必要に応じて適宜の部位を選択できる。ただし
、足の踵部を被検体とすれば、評価装置をコンパクトとできるとともに、評価が簡単で、
評価時の被験者の負担を軽減できる点で好ましい。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明の一実施形態に係る骨評価装置の全体的な構成を示した平面図。
【図２】骨評価装置の足置き台に被験者の足をセットした状態を示す要部側面図。
【図３】踵部を透過する音速と踵の温度との相関関係を調べる実験の結果を示すグラフ図
。
【図４】平衡状態の踵の温度を平衡状態になる前の段階で推定する原理を示すグラフ図。
【符号の説明】
【００６５】
１　骨評価装置（超音波組織評価装置）
３　足置き台
６　ラックアンドピニオン機構（移動機構）
８　エンコーダ（距離計測手段）
９　深部温度センサ（温度測定手段、温度検出器）
１１・１２　スタンドオフ
１１ａ・１２ａ　被検体接触面
１５　コントローラ（時間計測手段、演算手段を含む）
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